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第1章 はじめ
日本で暮らす外国籍の人は現在185万人、また 日本で働 くために不法に残留 している外国人労働者は
23万人に上っている。このような状況の中で、今 日再び外国人労働力導入議論が活発化 している。その
主な理由として、以下の2っ が考えられる。第1に 、 日本の少子高齢化の速度が、先進国ではかつて経
験 したことのない速さで進んでいるとい うこと。第2に 、バブル崩壊以降の平成不況からの離脱を、ア
メリカ ・中国への輸出を基礎 とした製造業の復活にゆだねていることである。
最近の移民導入に関す る主な意見を整理すると、①IT産業の急速な拡大に伴なって必要 となる専門的
技術者 を、イ ンド、中国、韓国な どから積極的に招こうと言 う意見。②不足する高齢者の介護要員や、
農漁業従事者を充足する目的から、両者の技術的労働者の受入れを求める意見。③購買者としての側面
から新たな移民者を受入れ、内需の拡大を計ろ うとする意見。④人口減少を是正するために 「補充移民」
を導入 しようとする意見がある。 しか しどの論点を見ても、受入れ側の経済的利益のみが先行する議論
である。21世紀の地球に求められている 「多様な民族が共に生きることのできる共生社会」の視点から
外国人労働力受入れ問題を見て行かなければ、これまで指摘されてきた外国人労働力導入に関する様々
な問題をクリアし、日本に持続可能な社会をもたらすことを望む ことはできない。
外国人労働力受入れについて考える前提 として、「人は何のために生きるか」という問を共有 しなけれ
ばならない。人は所得のために生きるのであろうか。そ うではなく、人が大切だと思 う価値を実現する
ために生きるのである。アマルティア=セ ンは、価値ある人生と思い描く自由な 「生き方 ・在 り方」を
実現 しうる可能性をもった選択肢の集合である潜在能力を定義 し、人の 「生き方 ・在 り方」全体か ら見
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る視点を提示 した。 、 、
外国人労働力の受入れに関する問題を、センが述べる 「潜在能力」を基礎に見ることはできないだろ
うか。そこで第2章 では、センの 「潜在能力」の概念にっいて述べ る。第3章 では、現実に達成 された
基本的機能の状況を示すデータを用いて、アジアの状況を見てゆく。第4章 は、フィリピンからの出稼
ぎ労働者の送金行動に焦点を当て、「出稼ぎ」とい う経済活動を、潜在能力の拡大 とい う視点か ら考える。
第5章 で、労働力を送 り出 している家族の基本的機能の欠如を示 し、出稼ぎ者からの送金が、機能の拡
大をもたらすことを示す。
本論文では、フィリピンの出稼ぎ労働者に焦点を当てた。フィリピンでは、多くの人々が失業や、低
い所得水準による潜在能力欠如に直面している。 フィリピンからの700万人に上る外国への出稼ぎ労働
者を、同国の労働市場の現状がもたらす潜在能力の欠如からの離脱を指向するエージェンシーとして見
ることは出来ないだろ うか。 このような視点から外国人労働受入れを考 えることにより、アジア と日本
が共生する価値を導く可能性 を考察する。
第2章 アマルティア=セ ンの潜在能力について
2.1潜 在能力 と本質的 自由
アマルティア=セ ンは、大事だと思 うことを実行できる自由が諸個人に備わっているかを見るために
潜在能力の概念を提示 した。人は、より多くの財貨を所有することを目的として生きるのではなく、大
事だと思 うことを実行 しようとする存在であると述べる。主体的 ・能動的に 「良く生き」ようとする諸
個人は、財 と所得の集合 と、手段としての自由を行使 し、さまざまな機能に転換し、達成可能な機能の
集合を得る。達成可能な機能の集合か ら、人は 「大切だと思 う」事柄を選択 し生きる。諸個人が所有 し
ている機能の選択肢が多ければ多いほど、人は 「良き生」につながる自由の拡大を享受 している。 この
ような機能の集合が、潜在能力であ り、「人の生き方 ・在 り方」を示 している。さらに、潜在能力は、「良
き生」を達成するための自由であ り機会であると述べ、選択肢 としての機会の拡大すなわち自由の拡大
が開発の目的であるとセンは述べる。(注1)(注2)
潜在能力 とは、さまざまな実現可能な機能の集合である。人は、自己の潜在能力か ら選択 し、「良き生」
を実現 しようと活動する存在であるとセンは述べる。つまり、センの 「生きる意味」とは、「良き生」で
ある。 このように考えることによ り、センは潜在能力の構成要素 として 「本質的自由」が存在 していな
ければならないと提示する。本質的自由 とは、それらが剥奪されていれば、何か大切なものを失ってい
(注1)「財とはそれが備える諸特性の組み合わせに他ならない。ここで特性とは、問題の財が持つさまざまな望ましい性
質である。ある量の財を確保することにより、ひとはその財の持つ特性に対 して支配権を持つ。財の特性は、それを用
いてひとが何をなしうるかを教えては くれない。ひとの福祉にっいて判断す るさいには、彼/彼女が所有する財の特性
に分析を限定するわけにはいかないeわれわれは、ひとの機能(functioning)にまで考察を及ぼさねばならない。」(『福
祉の経済学一財と潜在能カー』p.21)
(注2)「機能の集合がひとの 『福祉』となる理由」として鈴村 ・後藤 『アマルティア=セ ン 経済学と倫理学』では以
下のようにセンは展開していると述べている。「機能が福祉を反映するとい う主張は、どんな根拠に基づくのだろうか。
この主張は基本的に、ひとの福祉とは彼/彼女がどんな生き方をしているか、また彼/彼女がその「や り方」や「生き方」
においてどんな成功を収めているかに関わることがらであるはずだという簡単な事実に立脚 している。」(『アマルテ
ィア=セ ン 経済学 と倫理学』p.177-178)
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ると考える自由であ り、このような意味で、「人の生き方 ・在 り方」を規定する重要な要素であると述べ
る。 センは、『自由 と経 済開発』の 中で 「人 の生 き方 ・在 り方」 を規定す る開発 の 目標 としての5つ の 自
由を 「本質的 自由」 と して列挙 してい る。(注3)
これ らの5つの自由が、人の潜在能力の中に豊かに含まれていなければ、「良く生きる」ことは達成で
きないと断言する。その一方で、財 と所得の分量は、それその ものが 「福祉」を示す指標ではなく 「良
く生 きる」ための手段であると述べる。財 と所得の分量を使って、諸個人は何が出来るのかが重要であ
り、諸個人の 「doingとbeing」を示す 「機 能の集合」 と しての潜在能力が最 も大切 な開発の 目的 である
と述べ る。(注4)
2.2潜 在能力に影響 を与える2つ の 自由
開発の目的は、一人一人の機能の集合すなわち潜在能力の拡大であると、センは述べる。センは、機
能への転換率は諸個人により異なると注意深 く言及 しているが、潜在能力は①諸個人が所有する財と所
得の集合②社会から与えられる手段 としての自由に大きく依存 していると述べる。そこで、人の 「生き
方 ・在 り方」を示す機能の集合を決定付けるこの2っ の項目についてセンの理論を基礎に論 じる。
2.2.1《諸個人が取得す る財 と所得の集合》 について
経済学がテーマとしてきた 「諸個人が取得する財と所得の集合」について、センの見解は新古典派経
済学 と異なる。新古典派経済学は、取得するという 「最終結果」に関心を持つが、センは 「最終結果 を
もた らした過程」の自由に注意を払 う。諸個人が所有する財と所得の集合 とい う最終結果に注目するよ
りも、「人が どこで働 き、何を生産 し、何を消費するのか等々を決 定す る うえで、人々が 自分の好 きなよ
うに行動する 自由」(『自由と経済開発 』p27)に、よ り高 く関心 を示 すのであ る。(注5)諸個人の経 済活動
の 自由を説明するために、センは4っ のエ ンタイ トル メン ト(権 原)を 基礎 にすえ る。 エ ンタイ トル メ
ン トとは、人 の経済活 動の多様 な局面で発生 する様 々な 《所有形態(ownership)》を、合法的 なル ール
によって相互に関係付けるものであると定義 している。 さらに、私的所有制度を前提とした基本的経済
(注3)5つの自由 とは、政治的自由 ・経済的な便宜 ・社会的機会 ・透明性の保障 ・保護の安全保障である。「政治的 自由」
には、民主主義に関係する政治的エンタイ トルメン ト、すなわち政治的対話、異議、批判、投票権、議員や行政の長
などの選出への参加の機会をもたらすこと。「経済的な便宜」では、個々の人間が消費、生産、交換の目的で経済資
源を活用するために享受する機会であり、「社会的機会jと は、個々人がよりよい暮 らしを送るための本質的自由に
影響を与える教育、保健などについて社会が与える体制のことであると述べる。また、「透明性の保証」では、情報
公開と透明性の下で、互いに取引をする自由を要求し、「保護の保障」では、例えば、失業手当や貧困者への所得保
障などの、経済システムから抜け落ちる人々を救済する制度を備えることが開発の構成要素 として重要であると述べ
ている。(『自由と経済開発』P.41-43)
(注4)なぜ福祉は「富裕」ないし財貨に対するひとの支配権ではないのか。その理由は、ひ との福祉 とは、彼/彼女がどれほ
ど「豊か」であるかとい う問題では全くないということに他ならない。この事実を銘記す ることは、個人的・社会的特性
の個人間差異を取り扱 うに際 してとりわけ重要である。財貨の支配は福祉 と言 う目的のための「手段」であって、それ
自体として目的にな りにくい。財貨はひとの役に立つとい う理由から価値をもつものではなく、それ 自体として価値
あるものだとみなす落とし穴にはまってしまう。(『自由と経済開発』P.41-43)(注5)「経済学で良く知 られている次の議論を取 り上げてみよう。競争的な市場メカニズムは中央統制経済ではおそら
くできないよ うな効率を達成することができる、という主張だ。・(筆者による中略)… 同じ経済的結果が完全に
中央集権化されたシステムによってもたらされるという場合である。そこでは生産と分配に関するすぺての人の決定
が独裁者によって行われる。そこでもこうして達成されたことは 《市場メカニズムによる達成》と同じように良いの
であろうか。このシナ リオで何かが欠けている事を指摘するのは簡単である。すなわちどこで働き、何を生産 し、何
を消費するのか等々を決定するうえで、人々が自分の好きなように行動する自由だ。」(『自由と経済開発』p.27)
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活動では、《交易に基づく権原》《生産に基づく権原》《労働所有に基づく権原》《継承 と移転に基づく権
原》が4つ の基本的エンタイ トルメン トであると述べる。(注6)そしてこの4つ のエンタイ トルメン トが、
相互に作用 し合い、その社会固有のエンタイ トルメン トシステムが形成され、このシステムにおいて諸
個人は自由な経済活動を通 じ、所有可能な財と所得の集合を取得することができる。(tt7)
エンタイ トル メン トの結果としての 「取得可能な財と所得の集合」が、最小限の必要を充足す る食料
を取得できない場合、「貧困」や 「飢饅」が存在す る。 しか し、センは、「諸個人の取得可能な財」の集
合が極端に低い事すなわち 「最終結果」を以って判断することを拒み、このよ うな最終結果がもたらさ
れる過程で、困難に遭遇 した人々が 「生きることも困難になるよ うな基本的機能を達成できない潜在能
力の剥奪が生 じていること」に重大な問題が存在すると明言する。(注8)
人は基本的に、能動的 ・主体的に社会に影響を与え現状を改善しようとする 「善」を指向する存在で
あるとするセンの考えは、困窮の結果を見るだけではなく、このような結果をもた らした 「過程」を厳
しく追及 してゆくのである。これまでにいたる悲惨な状況を放置した社会の諸条件は何なのか。「生きる
こと」 さえ剥奪 される人々の潜在能力の欠如をもたらした過程に怒 りを持って立ち上がろ うとするセン
の姿が見える。(注9)
2.2.2《手段としての自由》と人のコミットメン ト
人の潜在能力を規定する要因の2っ めは、社会から与えられる手段としての 自由である。先にあげた
本質的自由は、開発の目標 として求められる自由であるが、同時に社会が開発を促進するために人に与
えてゆかなければならない手段としての 自由でもある。人がこれ らの自由を行使することによって、成
熟 した社会へ と発展する開発の過程そのものが重要であると強調する。人の主体的 ・能動的行動が、エ
ンタイ トルメン トがもたらす財 と所得の集合 と手段としての自由に働きかけ、諸個人の機能の拡大へ と
発展する。機能の集合としての潜在能力を持つ諸個人は、社会に影響を与え、生きる場をよ り良き状況
へと改善する開発のプロセスを指向しているのである。(注10)
このような当事者の機能の拡大を通 じた開発過程を提示する一方で、困難に遭遇 している人々にコミ
ットメン トする責任が我々にあることをセンは強調する。公共部門を始めとする社会が手段 としての 自
由を与えていないために、特定の人々の潜在能力が剥奪 されている状況があれば、我々はその状況を改
(注6)『アマルティア=セ ン 経済学と倫理学』p.205
(注1)エンタイ トルメン トとは、「何かに対す る権利を保有 していること」「ある人が権利 として持っている量」(例えば
年間の有給休暇日数)。『貧困と飢饅』の中で、センはこの言葉を所有権に関して用い、公益、生産、自己労働、相続、
移転、などに基づくエンタイ トルメン トをあげている。(『貧困と飢饅』p.40)
幟8)「ひ との経済活動の自由を保証すること。あるいは経済活動がもたらす 《財と所得のバンドル》が極端に低く 《潜
在能力の剥奪》が生 じているのか否かを 《ひとの機能の集合》か ら評価する視点が重要である。」(『自由と経済開発』
P.25)(注9)センは、イン ドでの飢饅の研究を通 じ、食料が豊富にありながら社会の特定の階層に、飢饅の犠牲者が集中して
いる事実を目の当た りに した。センの関心の焦点は、人々を襲 う飢餓や飢饅は決 して偶発的な事故や災害ではなく、
無数の合法的な 《権原》の連鎖がもたらす社会的帰結に他ならないという事実を浮かび上がらせる事にある。このシ
ステムそれ自体が、飢饅 ・貧困 ・窮乏を生み出す構造的特質をもっている。(『アマルティア=セ ン 経済学と倫理学』
P.206)(注1の開発の道具としての自由が有効になるのは、異なる種類の自由が相互に関連 してお り、そしてあるタイプの 自由
は他のタイプの自由を促進する大きな助けになるかもしれないとい う事実にある。これら二つの役割はこうして経験
的な連関性で結び合ってお り、一つの種類の自由を別の種類の自由に関連付けるのである。(『自由と経済開発』P.40)
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著する行動を してゆかなければならない。5っの自由すなわち政治的 自由 ・経済的な便宜 ・社会的機会 ・
透明性の保障 ・保護の安全保障は、開発が始まる以前から、「人の生き方 ・あり方」を決定付ける潜在能
力を規定する基盤として、諸個人に与えられていなければならないと考えているか らである。(注ω
第3章 フィリピンの基本的機能の現状
3.1基本 的機能についての具体的 リス ト
先に述べたように、センは潜在能力の 「最終結果」すなわち 「達成された機能」に関心を寄せている
ものの、そこに至った 「過程」に大きな注意を喚起する。過程に注意を向けてゆく 「潜在能力」の概念
は、人の自由を論 じる概念であると強調する。センが規定 した人の機能の集合 としての 「潜在能力」を
基礎に、国連開発計画は 「達成された機能」の現状について多様なデータを収集 し 『人間開発報告書』
巻末で公表 している。人の 「生き方 ・あり方」の全体に迫るためには、実に多くの側面を見なければな
らないことを端的に示 している。1日1ド ル以下で暮らす12億人にのぼる貧困者の 「達成された機能」
を示すデータが示されているが、これらの数字から彼 ら彼女 らの生存維持の基盤すら剥奪されている現状
を私たちに悟 らせるのである。(注12)さらにセンは、文献の中で、だれもが納得する 「基本的機能の リス
ト」を示 しているが、それを以下に提示する。
「時として本質的自由の欠如は経済的貧困に直接関係がある。それは飢えを満た し、十分な栄養を
摂取し、治すことのできる病気の治療を受ける自由や必要な衣料を身にまとい、雨露をしのぐ住居
を得、清潔な水や衛生施設を享受する機会などである。また別の場合には、不自由は疫病対策、医
療のための組織体制や教育施設、地域の平和や安全を維持するための公的な施設や社会福祉の欠如
と密接につながっている。さらにまた、自由の侵害は権威的体制による政治的、市民的自由の否定、
地域社会の社会的、政治的、経済的活動に参加する自由の規制などの直接の結果 として生じる。」(『自
由と経済開発』P.2)
「個人の自由と社会開発の達成 との関係はそれ 自体重要なことである。人々の自由は、経済的機会、
政治的自由、もろもろの社会的な力、健康であることを可能にする条件、基礎的な教育、主体的な
行動の奨励 と油差などにより影響を受ける。これらの機会を確保するための体制は、人々が自'由を
(浅川 剥奪に対する人々のコミットメン トについて:セ ン自身は、《善》や能力の発展可能性を規定するさまざまな条
件および制度、経済的 ・社会的メカニズムの具体的あり方に、より大きな関心を寄せている。人の 《善》や能力は確
かに発展可能を持っているが、その可能性の範囲を厳然として制約するさまざまな条件一 身体的 ・精神的 ・環境的
条件など、さまざまな自然的 ・社会的な偶然性一 から、ひとは全く自由ではありえないからである。貧困や飢饅を
解決するためには、ひとの機能を剥奪してきた要因 「条件および制度、経済的 ・社会的メカニズムの具体的あり方」
を精査 しその要因を除去することであると述べる。(fアマルティア=セ ン 経済学 と倫理学」P.189)
(注12)「成果を達成するための自由」を重視するにしても、「達成された成果」を示したデータを見ることは意味があ
る。引用として以下に示す。「自由を重視する姿勢をとったとしても、実際の成果の性質 と価値に対しては特別な注
意を払わなければならない。そ して、成果の不平等は、各個人が享受 している自由の不平等を解明することにも役立
つ。…(筆 者による中略)・・実際の成果に関する観察可能なデータを用いることにより、各個人が享受している
自由について、部分的ではあるが重要な見通 しを得るとい うものである。」(『不平等の再検討』p.7))
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前進するための社会的決定に参加する自由を通じて、強化されたり、また弱体化するという影響を
受ける。個人の自由の拡大と公的部門の決定 との相互連関は、人々の意思決定(社 会的選択)へ の
参加を通じ影響を受けるもので、開発にとって重要な側面である。」(『自由と経済開発』P3)
3.2HDIによるアジアの比較
達成 された基本的機能の水準を比較するために、アジアの幾つかの国々の、①余命②教育③所得④保
険衛生⑤所得分配について表1で 示 した。表1に 取 り上げたアジア各国は、人間開発指数(注13)が中位に
属する国である。また表1の(1)右端の所得は、購買力平価で計った 「一人当り所得」を示 している。
表1フ ィリピンを中心とした 「人の生き方 ・あり方」を示す指標の現状比較
(1)「人間開発指数」に組み込まれる諸項 目の現状
平均余命
(年)
2001年
成 人識 字率
(15才以上の比率)(%)
2001年
現在の就学率
(小・中・高・大の計)(%)
2000-Ol年
一 人当た り所得
(PPPUS$)
2001年
マ レーシア 72.8 87.9 72 8750
タイ 68.9 95.7 72 6400
フィ リピン 69.5 95.1 80 3840
中国 70.6 85.8 64 4020
ベ トナム 68.6 92.7 64 2070
イン ドネシア 66.2 87.3 64 2940
出所:国 連開発計画 『人間開発報告書2003』
(2)ヘルスケアーに関す る現状
トイレ
普及率
(%)
2000年
清潔な水に
アクセスで
きる比率
(%)
2000年
経口補液療
法利用率
(%)
1994-2000年
避妊普及率
(%)
1995-2001年
ヘルスケアーに対する支出
10万人あたり
の内科医の数
1990-2002年
公的支出の
GD比率
000年
民間支出の
GD比率
2000年
一人 当た り
の支 出
(PPPUS$)
2000年
マレーシア .◆ ・. ・D .・ 68 1.8 1.6 310
タイ 96 84 ., 72 24 2.1 1.6 237
フィリピン 83 86 28 47 124 1.5 1.8 167
中国 40 75 29 84 167 2.0 3.4 205
ベ トナム 47 77 20 75 52 1.4 3.9 130
インドネシア 55 78 18 57 16 0.6 2.1 84
注:「経 口補液療法利用率」 とは、5才児未満の下痢の全件数の うち、増量した経 口補水塩の補給 と継続 した栄養補給
を受けた子供の割合。
出所:国 連開発計画 『人間開発報告書2003』
(注13)人間 開発 指 数(田)1:HumanDevelopmentIndex)この指 数 は 以 下 の3つ のデ ー タ を用 い て指 数 化 され た も の で あ
る。 ① 「出 生 時 の 平 均 余 命 」② 「成 人識 字 率 」 ③ 「一 人 当 りGDP」で あ る。 ① の統 計 で は 、 「長 寿 で健 康 な 生 活 」 を 、
② で は 「初 ・中 ・高 に お け る就 学 率 」 ③ は 「人 間 ら しい 生活 水 準 」 と い う見 地 か ら選 ば れ た もの で あ る。 表 に 示 され
た 国 のHDI指 数 の順 位 を以 下 に示 す 。 マ レー シ ア(58位)、 タ イ(74位)、 フ ィ リ ピン(85位)、 中 国(104位)、 ベ
トナ ム(109位)、イ ン ドネ シア(112位)の 順 で あ る。 また 、《(一人 当 り所 得 の 順 位)一(冊1指 数 の順 位)》 の数 字
を以 下 に 示 す。 「符 合 が マ イ ナ ス 」の 国 は 、 所 得 の 相 対 的 水 準 に対 し 「人 間 開 発 指 数 」 が相 対 的 に 低 い 状 況 を示 し、
HDI指数 が 世 界 の 国 々 に相 対 して 、 「符 合 が プ ラ ス」 の 国 は、そ の 逆 で あ る。 マ レー シア(-2)、 タイ(-2)、フ ィ リ ピ
ン(19)、中 国(-2)、ベ トナ ム(21)、イ ン ドネ シ ア(2)で あ る。(出 所 、㎜P『 人 間 開発 報 告 書2003』)
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(3)所得分配
人口が得る所得のGDP比 率(%)
調査年 最下位10% 最下位20% 上位20% 最上位10% ジニ係数
マ レーシア 1997 1.7 4.4 54.3 38.4 0,492
タイ 2000 2.5 6.1 50.0 33.8 0,432
フィリピン 2000 2.2 5.4 52.3 36.3 0,461
中国 1998 2.4 5.9 46.6 30.4 0,403
ベ トナム 1998 3.6 8.0 44.5 29.9 0,361
インドネシア 2000 3.6 8.4 43.3 28.5 0,303
出所:国連開発計画 『人間開発報告書2003』
これを見ると、所得水準 と 「達成された機能」の水準の順位 が必ず しも一致 しない。また、表1の(2)保
険衛生を見ても、 トイ レの普及率 ・清潔な水へのアクセス ・内科医の人数においても、所得の高い国が
必ず しも保健衛生面で整備 されているわけではない。センは、このような事例をいくつも引用 しながら、
開発は 「財 と所得の集合の上昇」を目的とするものではない と再三述べる。つま りセンは、「所得の貧困
を減 じるだけでは、貧困解決 とはならない。基本的な問題は、人々が本当に送ることのできる生活、人々
が実際に持っている自由という観点から、貧困 と欠乏を眺めること」であると述べる。センの潜在能力
の視点を基礎に考えると、フィリピンの所得水準は低いものの、達成 された機能の水準は、他国に比べ
て高く、諸個人に与えられた選択肢の幅が広い点で評価される国 と考えられる。
表1の(3)は、各国の所得分配を示 しているが、フィリピンはマ レーシアに次いで所得格差が大きい国
である。最下位10%の人口が得る所得比率は2.2%と低 く、最上位10%の人口が得る所得が、36.3%と
18倍の格差が生 じている。このような格差の要因の一つに、フィリピンの高い失業率が上げられる。表2
は、2003年1月の失業率を示したものである。全体の失業率は10%を超え、さらに不完全就業比率16%
を含めると、実に労働力の4人 に1人 は失業及び半失業状態にある。さらに15-24才の若年層の失業率
は、20%を越える深刻な状況である。センは、失業について、「失業によって引き起こされることが所得
の喪失だけならば、その喪失は一個人にとっては一所得補助によって大部分解消されるだろう。・・(筆
者による中略)・… 失業が所得の喪失に止まらない広い範囲の影響をもつ という証拠はたくさんある。
精神的な傷、働 く意欲の喪失、社会的疎外の強ま り、人種的緊張や男女間の不平等の高ま りなどである。」
(『自由と経済開発』P.107)つまり、失業は単に所得の欠如ではなく、諸個人の 「生きる本来の姿」を
喪失する 「本質的自由」の欠如であると述べる。本質的 自由の一つである 「経済的機会」の剥奪をもた
らす労働市場に直面 しているフィリピンの人々が、潜在能力の回復を求めて出稼ぎ労働者 となる行動を、
センの述べるエージェンシーとしての存在 と見ることは出来ないだろうか。
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表22003年1月 のフィ リピンの労働市場
(単位1000人)
労働力人 口 就業者 失業者 失業率(%)
合 計 51,280 33,678 3,559 10.6
男 性 25,551 20,588 2,184 10.6
女 性 25,728 13,090 1,375 10.5
15-24才層 15,434 7,509 1,616 21.5
25-54才 層 26,874 21,058 1,628 7.7
55才以上 8,971 5,111 315 6.2
出 所:BureauofLabourandEmploymentStatisticsApri12003'LABSTATUpdate'
第4章 潜在能力の拡大としての出稼ぎ
4.1潜 在能 力の拡大 と しての出稼 ぎ
アマルティア=セ ンは、諸個人が実現可能な機能の集合 としての潜在能力を基礎に、「人の生 き方 ・あ
り方」全体を見ることのできる理論を構築 した。 さらに多様な動機に基づき多様な行動をとる人は、理
性 をもって主体的に現状を変革する力を有するエージェンシーとしてとらえている。このように規定さ
れた人は、多様な社会に所属することを通 じ与えられた多様な社会的経済的諸権利及び機会(エ ンタイ
トルメント)を使って、諸個人が自由に使える財貨のさまざまな組合せを獲得する。 しかしセンは、「財
と所得の集合」が 「人の福祉」そのものではないと述べ、多様な動機を持った人が、財と所得の集合に
働 きかけることによ り得られた潜在能力が 「人の生き方あり方」を決める基盤であると述べる。 さらに
この潜在能力の集合が、果たしてその主体の 「生きがい」をもたらす選択肢を与えているのだろ うか。
十分な食料が無い、働きたくても働 く場所が無いまた、教育 も十分に受けられないなどの 「潜在能力の
剥奪」に対 し、エージェンシーとしての主体は、積極的に現状を変革する行動を行 うと展開 してゆくの
である。
エンタイ トルメン トは、性 ・年令 ・学歴 ・民族 ・住んでいる場所 ・所得 ・健康状態 ・国等の多様な経
済社会的諸権利の構造により規定されるものであ り、「人の生き方 ・あり方」を規定する潜在能力に大き
く影響を与えている。出稼ぎ労働者は、フィリピンの労働市場において雇用機会を得 られずエンタイ ト
ルメン トの剥奪が生 じている。エンタイ トルメン トの剥奪を回復するために、外国での出稼 ぎ労働力の
選択肢を選んだ。本章では、出稼ぎ労働者の送金行動に焦点を当てる。出稼ぎ者のエンタイ トルメン ト
の回復は、出稼ぎ者自身の財 と所得の集合の拡大となるが、出稼 ぎ者は財 と所得の集合の拡大のみを目的
として出稼ぎに出たのではない。財と所得の集合から、極めて高い比率の金額を、本国家族に送金するこ
とにより、本国家族の財 と所得の集合の上昇に寄与し、本国家族の潜在能力の拡大をもたらしている。(注ω
出稼 ぎ労働者本人の財 と所得の集合の拡大を目的とした 「利己心」と、本国家族の潜在能力の拡大を目
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的 とした 「利他心」の両者の動機付けを見ることの出来る送金モデルを使って、出稼ぎ者が 「財と所得
の集合の拡大」だけを指向 した行動ではなく、多様な動機付けを持った 「総体 としての人間」であるこ
とを見てゆく。
4.2計 測 したモデル につ いて
送金行動仮説の一つに、移動者が本国の家族の面倒を見る義務 を負っているとする 「利他主義仮説」
がある。送金は、家族を単位 として交わされているが、移動者は何故、家族の面倒を見る義務を負 うの
だろうか。移動者の本国家族への送金の動機付けとして、LucasandStark(1985)は、「移動者か ら本国
家族への一方的利他主義」と移動者 自身の 「自己利益」の追求 とい う二つの側面があると述べた。また、
RichardBrown(1997)は、「移動者の 自己利益」に基づいた送金には①本国家族所有の資産の配分を受け
たい②本国家族の資産を維持拡張 したい と望む希望③帰国後の居住先として考えていることの3つ を取
り上げている。
このようなモデルを用いて、フィ リピンか らの出稼ぎ労働者の 「送金行動の動機付け」を検証 した。
送金行動モデルは、拙稿(2004年)で示している。(注15)「利己心」 と 「利他心」の双方を検証するため
に、本国家族の効用関数を組み込んだ移動者の効用関数を設定し、移動者の所得から効用最大化するよ
(注ω 以下の表は、フィリピンからの出稼ぎ労働者の出国者数と、年間送金額を示 した。
各年のフィリピンからの出稼ぎ労働者数と送金総額
出稼ぎ労働者の出国者数(人) 送金金額(1000US$)
1985 372784 687200
1990 446095 ll81075
1995 653574 4877513
2000 841628 6050450
2002 891908 7189243
出 所:BureauofLabourandEmploymentStatisticsApri1
2003'LABSTATUpdate"
(注15)小保 内 の2003年 の 論 文 で 示 し た モ デ ル は 以 下 で あ る
。
um=U(Um,Uh)=u[Cm(W-R),V[Uh(Ch),Z]](1)
W=G(X,E)(2)
R*=R*(X,E,Z)(3)
以上の各文字は、以下に示す通 りである。
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
移民者の効用関数
本国家計の効用関数
移民者の消費水準
本国家計の消費水準
移民者の本国家計における地位を示す指標である。
移民者の移動先の賃金所得
移民者の本国への送金額
移民者の人的資本変数
移民者の移動先での労働経験年数
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うな送金額の決定を、効用価値極大化を基礎にモデル式が導出されている。効用水準は、モノやカネの
分量によって決定する。センが述べる 「人間の生き方あ り方全体」に関わる潜在能力の評価を、効用価
値で示すことはできない。また実際の調査では、本国家族の効用水準に関係付けられる項 目として、「本
国家族の消費金額」を質問 しているが、十分なデータを収集するのは困難であった。そこで送金額 と本
国家族の潜在能力の拡大を関係付ける変数として、本質的自由として上げられる 「教育」を取 り上げ、「子
供の人数」「就学年令にある子供の数」の変数を使って、出稼ぎ者の 「利他心」の履行の検証を行った。
一方、「移動者の自己利益」に基づいた送金を検証するために、RichardBrownの仮説から、本国家族
の資産について質問 した。資産状況を示す変数として、実際の計測では、「車の保有状況」を取 り上げた。
以上のように、「送金額」を説明する変数 として、①年令②教育年数③子供の就学状況④本国家族の資産
保有状況を説明変数に設定 し、「緩和 された利他主義と賢明な利己主義の複合」仮説を基礎に、本国家族
への送金行動を検証 した。
4.3調 査 デ ー タ
2002年フィ リピン国立銀行東京支店 に置 いて、フィ リピンへの送金行動について聞 き取 り調査 を行 っ
た。.表3は 、調査デー タの概要 をま とめた もの である。全サ ンプルは、97件。 内、① 「単身移動で 、配
偶者 と子供 を本国 に置いて いるケー ス」は、60件 。② 「夫婦移動で、子供を本 国に置 いてい るケー ス」
は、11件。③ 「家計 を一つ とす る配偶者及び子供がいない単身移 動者 のケース」は 、26件であ った。全
サ ンプル を見 ると、平均滞在年数6.5年、22万円の平均月収 を得 、そ の中か ら毎月平均8.5万円(38.6%)
を本国家族に送金 してい る。2.4人の子供 がいて、1.8人が就学年齢に達 している。 また、送金回数 を見
る と、ほぼ毎月送 金 してい るが 、③ 「家計 を一つ とする配偶者及 び子供 がいない単身移 動者 のケー ス」
は10.6回と最 も少 ない。
表32002年 の フィ リピン送金行動調査サ ンプルの概要
全サンプル
(97件)
単 身
子供本国
(60件)
夫 婦
子供本国
(ll件)
単 身
養育する子供なし
(26件)
年令 39.0 41.3 43.5 30.9
教育 12.1 11.8 12.7 12.4
滞在年数 6.5 5.9 10.7 5.1
1ヶ月の所 得 222404.1 230203.3 209054.6 200272.7
子供の数 2.4 2.4 2.6 *
就学年令の子供の数 1.8 1.8 2.0 *
1回の送金額 84494.9 85516.7 87272.7 85681.8
1年間の送金回数 11.3 11.3 12 10.6
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全サンプル
(97件)
単 身
子供本国
(60件)
夫 婦
子供本国
(11件)
単 身
養育する子供なし
(22件)
女性の人数(男 性比) 58(59.8%)'33(55.0%)5(45.5%) 16(72.7%)
本国居住地の規模(全 体比)
1.マニラ首都 圏 39(40.2%)22(36.7%)7(63.6%) 10(45.5%)
2.地方都 市 35(38.02%)22(36.7%)4(36.4%) 9(40.9%)
3.農 村 18(19.2%)16(26.7%)0(0%) 2(9.1%)
送金受領者 と本人との関係(全 体比)
1.配偶者 38(40.9%)38(63.3%)0(0%) 0(0%)
2.父 親 13(14.0%)3(5.0%) 2(18.2%) 8(36.4%)
3.母 親 15(16.1%)4(6.7%) 2(18.2%) 9(40.9%)
4.姉 妹 11(ll.8%)5(8.3%) 3(27.3%) 3(13.6%)
5.子 供 12(12.9%)9(15.0%) 3(27.3%) 0(0%)
6.祖父母 4(4.3%) 1(1.7%) 1(9.1%) 2(9.1%)
質問:本 国の住居はあなたまたは家族所有の家屋ですか
「はい」 と回答 した比率 lgO(92.8%)159(98.3%)ll(100%)20(90.9%)
質問:本 国にあなたまたは家族所有の土地はあ りますか
「はい」 と回答 した比率 153(54.6%)130(50.0%)5 4 .5%) 17(77.3%)
質問:本国にあなたまたは家族所有の車はあ りますか
「はい」 と回答 した比率 124(24.7%)116(26.7%)2 18.2%) 6(27.3%)
質問1本国にあなたまたは家族所有の金融資産はあ りますか
「はい」 と回答 した比率 13(3.1%)0(0%)0(0%) 3(13.6%)
全体としてはマニラ首都圏からの移動が最も多い。3つのケースの本国家族の居住地の構成比率を見る
と、② 「夫婦移動で、子供を本国に置いているケース」は、マニラか らの移動の比率が最 も多く、農村
からの夫婦移動は0件であった。一方、① 「単身移動で、配偶者 と子供を本国に置いているケース」は、
マニラ首都圏からの移動者は22件(36.7%)と他に比べて構成比率が低 く、農村か らの移動比率が高い
とい う特徴を持っている。
「送金先」については、① 「単身移動で、配偶者 と子供を本国に置いているケース」は、配偶者への
送金が63.3%と最 も高く、子供の年令が大学生に達 している家計では、「子供に直接」送金 しているケー
スが15%となっている。また、子供を本国家族に預けて移動 しているケースでは、「父親」「母親」「姉」
への送金が中心となっている。② 「夫婦移動で、子供を本国に置いているケース」では、「子供に直接」
送金 しているケースと、子供を預けている 「姉」への送金が、ともに27.3%と高い比率を占めている。
③ 「家計を一つとする配偶者及び子供がいない単身移動者のケース」では、両親への送金が最も高くな
っている。
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また、本人または本国家族も含めた 「家族」の資産保有状況について質問した。90%以上の回答者が、
本国家族の住んでいる住居は、「本人または本国家族の所有である」 と回答 している。「土地」にっいて
は、③ 「家計を一つとす る配偶者及び子供がいない単身移動者のケース」のケースが77.3%と最も高 く、
その一方で他のケースは50%程度に止まっている。「車」に対 しては、さらに低 くなっている。計測では、
本国家計の資産状況と送金額の関係を見る指標として、「本人または本国家族が車を保有 していること」
を取り上げた。 「株や債権などの金融資産」の保有は、ほとんどの家計が 「無 し」と回答 している。
4.4計 測 結 果
全サンプルを用いた計測結果を見ると、「送金回数」の係数が0.325と最も高く、またt値 も3.067を
示し計測値の信頼性が高く有意な結果を得ている。次に高い値を示 したのは、「資産の有無:車 を所有し
ている=1と するダミー変数」で、係数は0.303(t値=2,801)と、この説明変数 も有意な計測結果を
示 した。また 「年令」の 「送金額」に対する係数は、O.23(t値=1.87)と十分に有意水準に達 してい
るとは言えないが、ここに数値を示 してお く。
「送金回数」は、「子供の人数」や 「ダ ミー:就 学年の子供の有無 子供有=1」 と同様に、本国家族
への 「利他的送金 目的」を見ることの出来る説明変数である。つまり、出稼 ぎ者のエンタイ トルメン ト
の増加を、本国家族の潜在能力に転換することを目的とした比率と解釈できる。本計測では、本国家族
の潜在能力の拡大を見るために、「子供の教育」を取 り上げた。その変数として、「子供の人数」や 「ダ
ミー:就学年の子供の有無 子供有=1」 を投入 し計測している。計測結果は、「子供の人数」は、-0.169
(t値=-L198)また、「ダ ミー:就 学年の子供の有無 子供有=1」 は、-0.169(t値=-0.537)で
あった。両者の説明変数の符合は(一)と なり、子供の人数と送金額は反比例 している結果 となった。
以上の計測結果から、出稼ぎ者の送金の目的は、「子供の教育」のためとい うよりは、本国家族の財 と所
得の集合の拡大を通 じた、家族全員の 「潜在能力の拡大」に向けた送金 と考えていると解釈できる。
RichardBrownは、移動者本人の本国での資産保有量、あるいは本国家族の資産保有量が高いと、移動
者は本国への送金を高める傾向にあることに着 目し、両者の関係性を移動者の 「利己心jに 基づく送金
行動と結論付けている。このような仮説を検証するために、資産保有状況のデータか ら、「本人あるいは
本国家族が車を所有 している=1と する」変数を投入した。表のいずれの推計値を見ても係数の値が高
く有意な結果を得ている。「車」を所有している本国家計は、「住居」「土地」も所有 しその家計の経済状
況は恵まれている。RichardBr。wn仮説が示すとお り、資産を保有している家計からの出稼ぎ者は、本国
家族への送金金額 も高いとい う結果を得、出稼ぎの目的が、自己資産の拡大っま り 「自己利益」の側面
を持っていると解釈できる。特に、送金の 「自己利益」 目的が強く出たケースは、③ 「家計を一つ とす
る配偶者及び子供がいない単身移動者のケース」の計測結果である(表4(4)参照)。この表の 「資産の
変数 車の有無」の係数が、0.496(t値=2.13)と、他の計測結果 と比較 して最も高い係数が示されて
いる。このサンプルは若年独身者が多い。彼 ら・彼女 らは出稼ぎで得た所得を親元に送金 し、将来の消
費のための貯蓄を行っているのである。
一190一
明治大学社会科学研究所紀要
表4フ ィリピンからの外国人労働力の送金関数(サ ンプル数97件)
(1)全サンプル
変 数 係 数 t値 有意確率
教育年数 0,078 0,737 0,464
年 令 0.23 L87 0,066
本人の所得 0,072 0,655 0,515
子供の人数 一〇.169 一1.198 0,235
送金回数 0,325 3,067 0,003
資産の変数:車 の有無 0,303 2,801 0,007
ダ ミー:就 学年の子供有=1無 し=0 一〇.169 0,537 0,593
モデル の決定係数0.278
モデル のF値3.748
(2)単身移動で、配偶者と子供を本国に置いているケース
変 数 係 数 t値 有意確率
教育年数 0,195 1,533 0,132
本人の所得 0,047 0,352 0,726
送金回数 0,341 2,748 0,008
資産の変数:車 の有無 0,254 2,021 0,049
就学年の子供の数 0,045 0,338 0,737
モデル の決定係数0.239
モデル のF値3.198
(3)夫婦移動で、子供を本国に置いているケース
変 数 係 数 t値 有意確率
回答者の年令 0,499 1,902 0,106
夫婦の所得合計 一〇.306 一1.335 0.23
資産の変数:車 の有無 0,521 2,153 0,075
就学年の子供の数 0.1 0,556 0,599
モデルの決定係数 α824
モデルのF値7.036
(4)家計を一つとする配偶者及び子供がいない単身移動者のケース
変 数 係 数 t値 有意確率
滞在年数 0,065 0.3 0,768
本人の所得 一〇.350 一1.357 0,193
性別 一〇.335 一1.375 0,187
資産の変数:車 の有無 0,496 2.13 0,048
モデルの決定係数 α254
モデル のF値1.446
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本計測結果では、「子供の教育」に関する説明変数の符号が(一)と なる一方で 「送金回数」の係数が
高くしかも(+)で あったことか ら、送金の目的は 「子供の教育のため」 というよりは 「家族構成員の
機能の拡大」を目的としたものであると考えられ る。その一方で、自己資産の拡大を求める 「自己利益」
のための送金の動機付けも高いことが明確になった。出稼ぎ者は、本国の労働市場で経済的機会の剥奪
に直面 し、外国での出稼ぎ労働へ流出する。出稼 ぎによるエンタイ トルメン トの拡大を基礎 に本国家族
に送金を行 う。出稼ぎ者の送金関数から、「利他心」と 「自己利益」の双方の目的を検証できた。出稼 ぎ
者による家族への送金が、本国家族の財 と所得の集合の拡大にっながると言 う点まではこのモデルで確
認できたが、本国家族の潜在能力の拡大につながることについての十分な検証はできていない。
第5章 送金による家族の機能の拡大一潜在能力の拡大の可能性一
前章では、移動者の送金行動仮説モデルを使ってその動機を検証 した。移動者の送金関数では、「送金」
とい うカネの流れを通 じ、本国家族の財 と所得の集合の拡大をもたらしたことは明確であるが、どのよ
うな潜在能力の拡大がもたらされたかにっいての検証はできていない。財 と所得の集合の拡大は、家族
間での配分を通 じ、センが述べる 「十分な寿命」 「栄養状態」 「健康状態」「基本的教育あるいは、読み書
きはできるか」「所得を得ているのか」とい う基本的機能の拡大につなが っているのだろ うか。このよう
な過程を検証するため、2004年3月フィリピン ミンダナオ島 カガヤンデオロの都市に近い農村を訪
ね 出稼ぎ労働者を出している家計10件に聞き取 り調査を行った。
送金の家族間の資金配分 と、その使途についてまとめたものが、表5で ある。家族構成員数73人の う
ち11名が現在外国に出稼ぎに出て、23名が 「学生」と回答 している。表5で は、送金の使途についてま
とめたものである。最 も多 くの金額が、「教育費」に使われている。続いて、「食費 ・衣料費 ・日常の必
需品」で、「土地や家」の購入などの資産投資や、「農業投入財」の購入に充当されている金額 も大きい。
出稼 ぎ者からの送金が、「教育」「食費等の必需品」と 「医療費」の購入に向けられ、家族構成員の基本
的機能の拡大に寄与 している状況が見られる。
表5フ ィリピンの家族における出稼ぎ家族からの送金と送金か らの家族構成員の機能
としての自由の拡大の現状
(1)出稼ぎ家族からの送金の位置付け
家計 A B C D E F G H 1 J 合計
家族の人数 10 6 6 13 5 6 6 8 7 6 73
世帯主の職業 農業 建設
労働者
失業中 教員
商店
経営 年老 船乗り 農業
年金
生活者 農業
外国で働いている人数 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 ll
就学年齢の人数 4 3 1 5 1 0 3 3 3 0 23
国内外で送金してくれる家
族の人数
1 1 1 2 1 3 1 1 2 3 16
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(2)送金の使途による機能としての自由の拡大(送 金の各項 目への配分比率%)
家 計 A B C D E F G H 1 J
食費への充当 20 50 20 20 20 30
教育費 50 100 25 100 50 30 50 25
医療費 5 50 30 10 15
健康 ・衛生費
資産投資 25 50 20 20
その他 25 50 30 20 30
送金の使途
農業投
入財購
入費用
土地の購
入
家の修繕
弟の大
学の学
費
長男の
貯 蓄
母親のビ
ジネス
儂業)
土地の購
入(所有
者は母
親)
家 の
修繕費
農業投
入財の
購入に
あてら
れる。
(2004年フ ィ リ ヒ。ン調 査 よ り作 成)
「資産投資」は、「送金」が 「投資」に向かう流れである。安中 「家計D」 の所得は、調査家計の中で
最 も高いが、その家族構成員の内2人 が外国に出稼ぎに出て送金を行 っている。 しかし送金は全額出稼
ぎ者の資産購入に当てられている。 自己の資産拡大、投資資金のために出稼ぎに出るケースだが、第4
章の表3ま たは表4(4)の計測結果で示 した③ 「家計を一つとする配偶者及び子供がいない単身移動者
のケース」に該当する。フィリピンの若年者の失業率が20%に達する中で、出稼ぎ労働を選択 し将来の
財 と所得の集合の拡大を目的とした資産形成のための送金を行っている。以上のことから、「送金」の流
れは、本国家族の構成員一人一人の機能の拡大へと向かい、センが述べる諸個人の潜在能力の拡大に寄
与 していることを見ることができる。「送 り手」 と 「受領者」 とのコミュニケーションとしての 「送金」
を、所得の移転から見るのではなく、本国家族の財と所得の集合の拡大を通 じ一人一人の潜在能力の拡
大にっながる見方 として提示する。
第6章 結 論
国境を越えるモノとカネの流れのグローバル化に伴い、世界の経済格差は拡大 し、12億人の貧困人口
を抱える状態 となっている。2002年の日本の外国人登録者数185万人、またいわゆる不法就労者数23万
人に達 し、外国か ら日本の労働市場を目指す流れは勢いを増 している。また、2004年9月のIMF.「世界
経済見通 し」では、「移民や出稼ぎ労働者による本国への送金額は2003年に1000億ドル(10兆8000億
円)に 達し、発展途上国の大半で輸出金額を上回り、経済の安定化や貧困削減に重要な役割を果た して
いる」 と結論付けている。外国人労働力受入れ問題を、「日本の財や所得で測った豊かさの維持」から見
るのではなく、センの理論を基礎に 「人の生き方あり方の全体」から考えてみた。
フィリピンの経済は、アセアン各国 と比較 し工業化に遅れをとり、就業構造では農業部門の比率が依
然として高い構造 となっている。また、農地解放の実施は遅々として進まず、小作農家あるいは農業労
働者がフィリピンの大規模な貧困層を形成 している。製造業の雇用吸収力も低く、失業率が10%をこえ、
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人々の基本的自由(経済的機会 としての自由)を剥奪している。出稼ぎ労働者 として外国労働市場にア
クセスすることにより高められたエンタイ トルメン トの一部を 「送金」することによ り、本国家族の潜
在能力の拡大にまで通 じていることを見てきた。
センは、人間は多様な動機を持った総体としての存在であると規定 し、開発 とは人間が 「より良き生」
を実現するための選択肢 としての 「潜在能力」の拡大、つまり自由の拡大の過程であると述べている。
手段としての自由の拡大は、政府 ・自治体そ して公共の利益のために働 く多様な組織が作 り上げる必要
があると述べているものの、当事者自身が生きる社会そのものを自らの力を行使 し変革 しなければなら
ないと論 じる。
出稼 ぎ者 と本国家族 とのコミュニケーションとしての 「送金」が、出稼ぎ者 と本国家族の両者の 「生
き方 ・あり方全体」に通 じるような 「潜在能力の拡大」がもたらされる過程が内在される仕組みが作 り
出される可能性はないだろうか。例えば、出稼ぎ者を通 じて、農村に還流 してくる資金を活用し、農村
の一人一人の潜在能力の拡大をもたらす農村単位の発展モデルである。この開発モデルは、農村の人々
一人一人が中心となるものだが、政府 ・地方 自治体 ・大学 ・現地NGO・メディア ・国際機関 ・現地企業
など、多様な関係者が当事者の力を引き出す新 しい開発論である。実際に、アジアの様々な地点で、こ
のような新 しい開発が既に実施 されている。このように開発哲学が変容する中でさらに進んで、開発が
現場だけで完結するのではなく私達一人一人が 「当事者」としてこの環に参加するような考えや仕組み
が作られる可能性はないだろうか。センが述べるような、「一人一人の生き方 ・あり方」を示す 「潜在能
力の拡大」を指向す る開発を求める見地か ら、私たちが住む社会が、アジアとの共生を実現 しうる社会
の仕組みを作 り上げるような思想とその実践である。 さらにこのような過程を歩むことにより、私達一
人一人の潜在能力が拡大し、欧米先進国に比べ遅れている 「過程としての自由」が発揮するような 「真
に創造的な力を持った社会」にっなげるような新 しい国際協力ネッ トワークモデルのようなものが提示
されるような展開は今後の研究に譲 りたい。
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